
















6．マンションハウスにおけるメイ首相のスピーチ（2018年 3 月 2 日）
7．チェッカーズにおける閣僚合意（2018年 7 月 6 日）





　2016年 6 月23日、英国において EU離脱に係る国民投票が行われ英国の EU離脱が決まり、2017年 3 月
29日、英国は EUを離脱する意思を EUに通知し、同年 6月19日から英国と EU間の離脱に係る交渉が開
始された。
　その後同年12月 8 日英国と EUは、いわゆる第一段階、すなわち欧州連合（EU）条約第50条第 2項の
定める「脱退に関する取決めを定める協定」（離脱協定）に関する交渉において大筋合意し、同15日 EU側
において、当該大筋合意を踏まえ欧州理事会は、いわゆる第二段階、すなわち EU条約第50条第 2項の定
める「将来的な関係の枠組み」に関する交渉を開始することとした。2018年 2 月 6 日から英国と EUは、





















1 ．首相官邸におけるメイ首相のスピーチ（2017年 1 月17日）
（ 1 ）冒頭



























する2018月 7 月12日に発行された、英国政府の EU離脱に関する具体的なビジョンを詳細に示したとされる白書において
英国政府は、当該白書の内容は、ここで紹介する（最後の2018年 7 月20日のベルファストにおけるものを除く）メイ首
相のスピーチに依拠するものである旨を述べている（Executive Summary, p6）。
















と明確性（certainty and clarity）、より強い英国（a stronger Britain）、より公正な英国（a fairer Britain）、真









































































2 ．『EU 離脱及び EU との新たなパートナーシップに関する白書』（2017年 2 月 2 日）









































 　なお同法案の内容は、2018年 6 月26日に European Union（Withdrawal）Act 2018として制定された。同法制定の経緯に
関しては EUROPEAN UNION（WITHDRAWAL）ACT 2018 EXPLANATORY NOTES（http://www.legislation.gov.uk/ukpga/ 
2018/16/pdfs/ukpgaen_20180016_en.pdf）参照。
7　ここで本白書は、2016年秋のステートメント前に合意等された全ての欧州構造改革及び投資基金（European Structural 























（ 6 ）英国在住 EU 市民及び EU 在住英国民の権利
　英国が EU加盟国である間、英国在住の EU市民と、EU在住の英国市民の権利は変わらない。人の自























































































































































































































3 ．離脱通知（2017年 3 月29日）
　2017年 3 月29日英国は、3月16日に成立した EU離脱通知法（European Union (Notiﬁcation of Withdrawal) 




























































































































4 ．フィレンツェにおけるメイ首相のスピーチ（2017年 9 月22日）
　EUとの交渉開始直前の2017年 6 月の英国議会総選挙で保守党は議席数を減らし、政府の求心力低下が
指摘される中、2017年 9 月22日、イタリアのフィレンツェにおいてメイ首相は、英国の EU離脱に係る「英
国と EUの協力とパートナーシップの新たな時代（A new era of cooperation and partnership between the UK 





























































































































































6 ．マンションハウスにおけるメイ首相のスピーチ（2018年 3 月 2 日）
　2018年 3 月 2 日、メイ首相はマンションハウス（ロンドン市長官邸）で「EUと我々の将来の経済的パー































































































































































































7 ．チェッカーズにおける閣僚合意（2018年 7 月 6 日）









































































































8 ．『英国と EU の将来関係に関する白書』（2018年 7 月12日）
　上記の 7月 6日のチェッカーズにおける閣僚合意を受けて、7月12日英国政府は『英国と EUの将来関
係に関する白書（The Future Relationship between the United Kingdom and the European Union）』を発出し
た  17。当該白書の概要は以下の通りであった 18。













18　本白書は、要約（Executive Summary）、第 1章「経済パートナーシップ（Economic partnership）」、第 2章「安全保障パー
トナーシップ（Security Partnership）」、第 3章「分野横断及びその他の協力（Cross-cutting and other cooperation）」、第 4章「組
































































● 高度に規制された分野において、モノの承認を行う EUの機関、すなわち欧州化学品庁（European 




















































































































9 ．ベルファストにおけるメイ首相のスピーチ（2018年 7 月20日）






























































































た旨を表明し 19 ，20、同年11月25日EUは臨時欧州理事会を開催し、離脱協定案と政治宣言案を承認した 21。そ
の後これらの案は、英国議会での審議にかけられたが、2019年 1 月15日英国議会は否決した。
　当該離脱協定案は、第 1編「共通規定」、第 2編「市民の権利」、第 3編「離脱規定」、第 4編「移行期間」、






  EU市民あるいは英国民もしくはその家族の構成員で、EU法に従って継続的に 5年間その居所を定め
る国に居住した者は、当該居住国における永住権を取得する（第15条）。














　第 4編「移行期間」は、英国の EU離脱以降も EU法が適用される移行期間に関し、主に次の点を規定
している。






























● 英国全土と EUを単一の関税区域とし、英国と EU間において、関税、数量割当、原産地規則等の関税
手続きは適用されない。
● 英国と EU間において公正な競争条件（level playing ﬁeld）を確保するために、英国と EUは一定の措置
を適用する。










22　HM Government “Explainer for the agreement on the withdrawal of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland 















第 1編「総論（Initial Provisions）」、第 2編「経済パートナーシップ（Economic Partnership）」、第 3編「安
全の保障にかかるパートナーシップ（Security Partnership）」、第 4編「制度的枠組み及びその他の事項
































































































































































































































気・ガス送付・ガス配付システム運営事業者ネットワーク（European Networks of Transmission System 











































































































かる情報の共有を可能にするために、部隊編成会議（Force Generation conference）、貢献の呼びかけ（Call 































































































までに発効させる。英国と EUは、1998年 4 月10日に合意された、ベルファスト合意が、すべて、守られ
なければならないことに合意した。
（ 4 ）英国の目標
　2016年 6 月23日に実施された英国の EU 離脱において国民投票で問われたのは、“Should the United 



































































　2018年 7 月 6 日のチェッカーズにおける閣僚合意は、将来の経済パートナーシップに関し、次の点を述
べている。
 英国と EU間に物品の自由貿易領域（free trade area for goods）を形成する。
  英国と EUが結合された関税地域（customs territory）のように、求められる通関検査を免除するための、
円滑化された通関取決め（Facilitated Customs Arrangement）の導入に向け、英国と EUが協働する。





































































































































































































































































































































































































































政金融課）「デジタル経済の課税をめぐる動向」調査と情報―ISSUE BRIEF―第1010号（国会図書館　2018年 7 月19日）
（http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11117772_po_IB1010.pdf?contentNo=1）。この文献で上げられているように、す
でにいわゆるデジタル課税は、導入されている事例があり、他方で、ここで述べるような IT企業等を誘致する観点から、
減税等の優遇措置をとる国がある。このように国ごとに異なる対応がとられることが今後の情報社会の効率的、効果的
あるいは適正な発展に与える影響等を考慮すると、今後の取り組みをどのようにするかについては、課税の場面だけで
なく、徴税された税金の支出の側面等も含め、国際社会全体で検討することが有益とも考えられる。なおさらに、必ず
しも国際社会全体で調整された対応である必要はないとも考えられるが、後述の通り、そもそも IT企業等と政府は、課
税を通じての関係のみがあるわけではなく、課税の代わりに IT企業とガバナンスに関する協力関係を構築する等の対応
もあり得ることから、これらの点も踏まえて検討することが有益と考えられる。この問題は、今後の情報社会の発展と
の関係等も含め、政策面や法技術面等に関し、今後さらに検討を進めたい。
筑波法政第78号（2019）
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方で、 少なくない世界各国の政府が赤字財政を抱えている現状を踏まえると、これらの企業の活動やデジ
タル製品への課税等が、各種の観点から検討するべきとの指摘がされるのは理解できる。
　他方で、デジタル課税をするということは、見方によれば、デジタル社会のプロフェッショナルのもつ
資産を取り上げて、レガシーシステムの維持に汲々としている世界各国の官僚組織にその資産の利用を委
託するということである。
　現在デジタル分野のエッジにいる、GAFA（google、amazon、facebook、apple）等の IT事業者等が、例
えば幸福追求権の確保や、平等権の保障にどれだけ貢献できるのかは、わからない。またこれらの現在
エッジにいる事業者等が、未だ形成の黎明期にある情報社会において継続的に将来新しい世界を構築する
イノベーター等になるのかも不明である。
　他方で、官僚組織をはじめとする政府組織は、確かに第一義的には国民の最大多数の最大幸福を目標に
して、それを追求するために組織されているが、実体的にそれに完全に成功している状況にあるかはつと
に疑問を呈されているところであり、また、その非効率性や前例踏襲による硬直性は、以前から長きにわ
たって指摘されてきたところである。
　現代において IT事業者等と政府は、消費者あるいは国民等である各個人から見ると、IT事業者等に支
払う費用一単位と政府に税金として支払う一単位のどちらが結果としてより高い厚生を自分に与えてくれ
るかの比較対象とも解されなくはない。
　問題を矮小化する意図はないが、例えば未だ全く未完成で無限のチャレンジが残っている情報社会の将
来の設計や構築に対して、現状エッジにいる GAFA等の IT事業者等が、より迅速かつ効果的にチャレン
ジできるのか、それとも政府が税金という形でそれらの資産を徴収してチャレンジする方が望ましいの
か、あるいは GAFA等の IT事業者等×政府で第三の道を探る可能性はあるのか、さらにはその他の可能
性があるのか、それが今、現代社会が直面している課題とも思われる。
　歴史的に見ると、蒸気機関等人類が新しい革新的な技術を手にした際には、大きな社会・国家等の変化
が生じている。現在生じている情報通信技術の発展も、これらの例と同様であるならば、新しい社会、新
しい国家が現出される可能性は高い。もちろんこのような課題に人類が対峙した際、いたずらに技術発展
を肯定し、それを追随することを良しとするならば、近時では交通戦争とまでいわれた交通事故の多発の
ような事象が生じることもあり得る。他方で学問・技術の発展に背を向けるならば、天動説を肯定し地動
説を否定した時代のように、真実に背を向け、人類の発展をいたずらに停滞させることになる。
　現代がどのような時代なのかは議論の余地のあるところであるが、人類発展の最終段階にいるわけでは
なく、情報社会に至っては、未だその入り口に立ったばかりといっても決して過言ではない。この点につ
いて本稿で検討した英国の EU離脱の事例からは、国家間の交渉や協力だけでなく、その他の各種の主体
との協力等が、英国にとって実務上必要で、それがうまくいけば有益であると考えられることが看取され、
上述の通り、実はそのような動きは、この事例にとどまらないと考えられた。
　英国の EU離脱における英国の対応を見ていると、先述のような時代に人類がいると認識する場合、明
日の地球を、明日の世界を、明日の日本を誰がどのような人々や集団・団体と、どのように協力等しなが
ら形成していくのが最善か、実際に世界の各種の社会で活動する主体が従来と比較して多様になった今日
においては、柔軟な考え方に基づき十分に検討することが必要と思われる。
　なおこの点との関係で、英国の EU離脱の歴史的意義について考えてみると、かつて自国で生じた清教
徒革命や名誉革命を踏まえて、市民社会や民主主義制度という新たな政治システムを形成・構築した英国
が、産業革命を経て、世界の政治制度と産業政策に影響を与えたように、新たな政治システムを構築し、
それを踏まえて今日のグローバリゼーションや情報社会をさらに発展させ、その成果を世界に提案できる
のか、それが英国の EU離脱を契機に英国民が直面している課題とも思われる。そしてこのいわば人類の
進歩への課題ともいうべき課題に直面する英国との関係で、世界・日本は英国民の栄誉ある行動を期待し
てその動向を傍観するのか、あるいは、ポリシーサンドボックスを英国が世界に提供したことを歓迎しつ
つ、英国と共にそれにかかわっていくのか、それは日本も含む世界の選択と考える。
 （日本大学非常勤講師）
欧州連合（EU）からの離脱（Brexit）交渉における英国の立場 （松澤）
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